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序　　　　　文

フィリピン共和国エイズ対策プロジェクトは、平成８年７月１日から５年間の協力期間で、

フィリピン共和国保健省エイズ中央共同ラボラトリーを拠点として、同ラボラトリーおよびそれ

に連なるレファラルシステムの確立、保健所レベルでのエイズ予防対策機能の強化を目的として

技術協力を実施しているものです。

平成10年 11月、協力開始後２年３カ月あまりが経過し、上記技術協力の活動が軌道に乗りつつ

あるところ、国際協力事業団は、本プロジェクト派遣中の専門家の活動状況、フィリピン共和国

側の対応等現状を確認し、プロジェクト実施上の問題点把握と今後の対応策について両国双方で

協議することとし、11月 11日から 11月 18日までの日程で、大阪大学名誉教授栗村敬氏を団長と

して、計画打合せ調査団を派遣しました。本報告書は、その調査結果を取りまとめたものです。

ここに、本調査にご協力を賜りました関係各位に深甚なる感謝の意を表しますとともに、プロ

ジェクトの効果的な実施のために、今後ともご指導、ご鞭撻をお願い申し上げます。

平成 10年 12月

国際協力事業団

医療協力部長　福　原　毅　文

















略語表

ＡＩＤＳ Acquired Immuno Deficiency Syndrom 後天性免疫不全症候群、エイズ

ＢＲＬ Bureau of Research and Laboratory 保健省検査試験局

ＣＳＷ Commercial Sex Worker 売春婦／夫

ＤＯＨ Department of Health 保健省

ＨＩＶ Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウイルス

ＩＥＣ
Information, Education and
Communication

啓蒙普及活動

ＮＥＤＡ
National Economic and Development
Authorities

国家経済開発庁

ＲＩＴＭ
Research Institute of Tropical
Medicine

熱帯医学研究所

ＳＡＣＣＬ STD/AIDS Cooperative Central Laboratory エイズ中央共同ラボラトリー

ＳＨＣ Social Hygiene Clinic
公立衛生診療所
（性感染症等を主として扱う診療所）

ＳＬＨ San Lazaro Hospital サンラザロ病院

ＳＴＤ Sexually Transmitted Diseases 性（行為）感染症

ＷＨＯ World Health Organization 世界保健機関

ＷＰＲＯ Western Pacific Regional Office, WHO 世界保健機関西太平洋事務局
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１．計画打合せ調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

フィリピン共和国（以下、フィリピン）保健省の発表によると、同国のＨＩＶ感染率は一般大衆

においては0.1％未満であり、現時点では低位ではあるが、ＳＴＤ罹患率の高さと、海外出稼ぎ労

働者におけるＨＩＶ感染率の高さから、今後急速にエイズ感染が拡大する危険性がある。フィリ

ピン保健省は、1993年から第２次ＡＩＤＳ／ＳＴＤ対策中期計画を実施中であるが、そのなかで

性交渉によるＨＩＶ感染予防強化を重点目標のひとつに掲げている。一方、日本政府は、1993年

７月の日米包括協議および1994年２月の日米首脳会談における「地球規模問題イニシアティブ（人

口／エイズ）／Ｇ II」を受け、米国政府との間で合意されたコモンアジェンダの協力の重点国の一

国として、1994年度から本分野における同国への協力を開始し、数次にわたりプロジェクト形成

にかかる調査団を派遣した。

このような背景のもと、フィリピン政府はＡＩＤＳ／ＳＴＤ分野におけるプロジェクト方式技

術協力を要請し、わが国は1995年 11月に事前調査団、1996年３月に実施協議調査団を派遣し、1996

年７月１日から５年間の予定でエイズ対策プロジェクトが開始された。

開始後２年３カ月が経過した現在、今までの活動のレビューおよび今後の活動計画策定を行う

とともに、日本・フィリピン双方の投入のすりあわせを行い、今後協力していくうえでどのよう

な措置を互いに取るべきか確認する必要がある。そして、活動について現場での進捗状況を踏ま

えたうえで整理し、明確な成果・活動設定のもとに今後のプロジェクト運営を進めるべく、計画

打合せ調査団を派遣するものである。

１－２　調査団の構成

担　　当 氏　　名 所　　属

団長 総　　括 栗村　　敬 大阪大学名誉教授

団員 公衆衛生 曽田　研二 横浜市総合保健医療センター長

団員 細　菌　学 竹村　　清 塩野義製薬株式会社診断医学事業部課長

団員 ウイルス学 佐野　浩一 大阪医科大学医学部微生物学講座教授

団員 協力計画 伊藤　賢一 国際協力事業団医療協力部医療協力第一課職員
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１－３　調査日程

日順 月　日 曜日 移動および業務

１ 11月11日 水 13:10 JL741便にてマニラ着（成田発：栗村団長・曽田団員・伊藤団員）

13:35 TG621便にてマニラ着（関空発：竹村団員・佐野団員）

15:15 日本大使館表敬

16:50 ＪＩＣＡ事務所表敬

２ 11月12日 木 09:00 ＳＡＣＣＬにて活動内容の打合せ

10:50 保健省内H4 Pavillion、Bahay Lingap視察

11:30 ＳＬＨと協議、視察

13:30 保健省関係機関との協議

15:00 保健省長官表敬

３ 11月13日 金 10:00 パシグ市ＳＨＣ視察

14:30 ＲＩＴＭと協議、施設視察

４ 11月14日 土 09:00 ＳＡＣＣＬにて現場活動の調査

16:45 TG620便にてマニラ発（関空着、佐野団員）

５ 11月15日 日 資料整理

６ 11月16日 月 09:00 ＳＡＣＣＬにて協議内容の打合せ

10:30 ＢＲＬと協議

14:30 マカティ市ＳＨＣ視察

７ 11月17日 火 10:30 ＮＥＤＡ表敬・報告

12:30 ミニッツ署名・交換

16:00 日本大使館報告

17:30 ＪＩＣＡ事務所報告

８ 11月18日 水 09:00 ＩＥＣパッケージの打合せ

14:30 JL742便にてマニラ発（成田着：曽田団員・伊藤団員）

16:45 TG620便にてマニラ発（関空着：栗村団長・竹村団員）



- 3 -

１－４　主要面談者

（1）フィリピン側関係者

1） 保健省関連（Department of Health：ＤＯＨ）

Dr. Alberto G. Romualdez Secretary of Health

Dr. Mario C. Villaverde Officer-in-Charge, Office for Public Health

Services

Dr. Elena F. Borromeo Program Manager, National AIDS/STD Prevention

and Control Program

Dr. Alicia O. Caspellan Chief, San Lazaro Hospital

Dr. Veneracion D. Pacis-Munar Director, Bureau of Research and Laboratory

Dr. Remigio M. Olveda Director, Research Institute of Tropical

Medicine

Dr. Christine Malate AIDS/STD Unit

Dr. Neilson Clavero AIDS/STD Unit

Ms. Roselyn Salvador National AIDS/STD Prevention and Control

Program

Dr. David Lilibeth Communicable Diseases Control Service

Dr. Jesus E. Abella Communicable Diseases Control Service

Dr. Eric A. Tayag San Lazaro Hospital

Ms. Fem Julia E. Paladin Research Institute of Tropical Medicine

Ms. Tess Pagcaliwagan Health Educator, Makati Social Hygiene Clinic

Ms. Jessica Acuna Medical Technologist, Makati Social Hygiene

Clinic

Dr. Theresa A. Singh Medical Doctor, STD/AIDS Central Cooperative

Laboratory

2） 国家経済開発庁（National Economic and Development Authorities：ＮＥＤＡ）

Mr. Rolando G. Tungpalan Director, Project Monitoring Staff

Ms. Aleli F. Lopez-Dee Division Chief, Infrastructure-transportation,

Project Monitoring Staff

Ms. Zenaida F. Leonardo Chief Economic Development Specialist, Project

Monitoring Staff
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（2）日本側関係者

福　田　　　光 在フィリピン日本国大使館二等書記官

後　藤　　　洋 ＪＩＣＡフィリピン事務所長

黒　柳　俊　之 ＪＩＣＡフィリピン事務所次長

永　井　真　希 ＪＩＣＡフィリピン事務所員

上潟口　徳次郎 プロジェクト調整員

湯　浅　資　之 プロジェクト専門家（公衆衛生）

中　野　隆　史 プロジェクト専門家（ウイルス学）

山　城　吉　徳 プロジェクト専門家（ＩＥＣ）

楠　　　伸　治 プロジェクト専門家（細菌学）
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２．総括

ＨＩＶ／ＡＩＤＳおよび他のＳＴＤは単なる医学上の問題ではなく、社会の経済的背景が大き

く影響を与える点が他の疾患と異なる。この点に留意するということは、とりも直さずそのポリ

シーは各国によって異なることを意味している。国際協力は日本や米国のやり方を強く押しつけ

るものであってはならないことは当然のことである。フィリピンでは米国のＣＤＣにならい、近

い将来組織を改変し、ＲＩＴＭとＢＲＬの併合などＳＡＣＣＬのあり方に関与するような動きが

ある。そのなかで今回は合意事項としてＳＡＣＣＬは組織構成上、ＳＬＨに帰属することになっ

た。これはＪＩＣＡ側にとっても大きな経験となるが、相手国の長所を引きだすという前向きの

姿勢での協力が必要であろう。エネルギー資源を欠き、大きな産業の発展の望めない現状ではＡ

ＩＤＳ／ＳＴＤの領域でＷＨＯの推奨する Syndromic Approach for the Management of STD’s

を採用しようとすることは理解できるが、すでにＳＡＣＣＬの行った調査でも成功は困難である

ことがわかる。

長期的展望に立てば実験室内診断（検査）を充実させ、能力を養い高い可能性を与えておくこと

がサステナビリティーを確実とするために必須のことと考えられる。

このプロジェクトの前半での努力と経験を生かし、後半では質・量の両面よりＳＡＣＣＬの機

能の向上をめざすこととなる。

（1）総括

医療・行政の末端での活動が多くなる本プロジェクトでは、時に全体のなかに埋没して全体

が見れずに自分を見失う可能性がある。これを防ぐためには常にフィリピン側の上部機関との

協議のなかで、同国の方針のなかでのこのプロジェクトの位置づけを考えておく必要がある。

また、同国の他の検査・研究機関のもつデータを入手し、その活動について熟知するために共

同のセミナー、データ検討会にＳＡＣＣＬスタッフが積極的に参加する必要がある。ＳＡＣＣ

ＬがＳＬＨに帰属することが決定的となったが、これは間違いなくＳＬＨの向上に役立つこと

になる。しかし、一方で他の mother agencies（ＢＲＬ、ＲＩＴＭ）がＳＡＣＣＬに対する責任

を果たさなくなる可能性がでてくることを恐れるものである。この両機関の協力は不可欠のも

のであることを常に強調しておく必要がある。日本人専門家（長期、短期を問わず）については

事前に関連機関にその滞在期間、専門領域をアナウンスし、その活用を求めることも他機関と

の give and take関係の樹立に役立つであろう。

（2）検査室について

保健省内部（ＳＬＨ、ＲＩＴＭ、ＢＲＬなど）以外の機関がＳＡＣＣＬの活用を望んでいるこ
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とは、すでにＷＰＲＯ、ＷＨＯや Makati Medical Centerよりの申し入れをみても明らかであ

るが、フィリピン側のスタッフ数が４名（ＳＬＨより３名、ＢＲＬより１名）では今後のサステ

ナビリティーに支障を来す。他機関より施設・設備の活用と同時にマンパワーの供給を望んで

いることを衆知させる必要がある。

（3）ＳＨＣの upgradingについて

単純に知識や技術をＳＨＣのスタッフに与えても、彼らの問題意識がなければ upgradingは行

われない。単に検査技術やＩＥＣ materialなど与えるのではなく、ＳＨＣの指導者層と意識改

革を中心としてトレーニングコースを組む必要があろう。

（4）保健省の regulationについて

ＨＩＶの検査についてＳＡＣＣＬでは確認テストができないという保健省の規則については、

次の点を強調して将来の改善を求めるべきである。すなわち、ＲＩＴＭとＢＲＬのみが確認テ

ストを行い、血液スクリーニングは臨床検査（Clinical Laboratory）を有する検査機関のみとい

うのは、輸血血液の安全性のために必要なことで（ＨＩＶ検査だけでは輸血に用いられない）は

あるが、ＨＩＶ感染の有無を証明するだけの目的には必須ではない。いずれにせよ、「感染者の

発見」と「安全な血液供給」とは区別しなければエイズ対策に必要な検査の裾野を広げることは

できない。

（5）ＩＥＣについて

マンパワーの少ないＳＡＣＣＬとしては完成した materialの使用にＳＡＣＣＬスタッフが関

与することなく、peer educationの資料としてボランティアに広く活用してもらい、少ないマ

ンパワーを有効に生かすことが望まれる。ボランティア（学生、ＣＳＷ）の確保はそれほど困難

ではない。さらに限られたマンパワーと予算は技術、疫学・教育などの面に携わるＳＨＣの指

導者の向上または養成に使うべきである。
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３．暫定実施計画（ＴＳＩ）の進捗状況

３－１　協力部門別活動

３－１－１　ウイルス学部門

（1）調査内容と調査結果

ＳＡＣＣＬへの人員・予算の投入状況

わが国からの投入状況：Ｐ３バイオセーフティラボラトリーは未設置であるが、明年

（1999年）中ごろには設置完了予定である。現地チームリーダーの欠員が認められるが、今

年度中に着任予定である。

フィリピンからの投入状況：現在の活動内容に関する人員予算は適正に投入されている

が、今後活動の進捗、特にＰ３バイオセーフティラボラトリー完成のあかつきにはフィリ

ピンからの数名の人員増が望まれる。

（2）現場のプロジェクト進捗状況

ＡＩＤＳ／ＳＴＤの中央検査室強化部門（ウイルス学分野）の基本的技術導入は完了して

いる（別紙１）が、tutorial方式等による技術適応拡大を行い、技術応用力の定着を確認す

る必要がある。また Republic ACT No.8504 Sec 19に従い、検査許可を受ける必要があ

る。

同部門（細菌学分野）については専門家が着任後、日が浅く、既存技術の upgradeすなわ

ち quality controlの導入が望まれる。特にＳＨＣにおける既存技術の upgradeは急を要す

る。またクラミジアに関する新規技術協力については次年度に専門家を派遣することが強

く望まれる。

（3）相手国関係機関と本プロジェクトとの関係

現在、フィリピン保健省のrestructuringが進行し始めているため、明確な調査結果は得

られなかった。Restructuring の概略は新設された National Reference Center および

National Reference Laboratoryを中心とした日本のＣＤＣ構想に類似するものであるが、

日本とは異なり関係法律や省令の改正を伴うものであるか否かは不明である。したがって、

本プロジェクトの目標と活動内容を検討するに際し、法律等改正の有無を調査することは

必要不可欠の急務である。
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（4）コメント

世界的経済状況の不安定性に鑑み、フィリピンの restructuringを尊重し、本プロジェク

トの見直しが必要である。必要な情報としては、①フィリピン政府省庁のrestructuringが

あるか否か、②今後のＨＩＶ感染者の増加に伴い Republic ACT No.8504 の改正、または

感染症関連の法改正があるか否か、③保健省傘下の機関の restructuringがあるか否か、④

本プロジェクトを推進するに足るフィリピンの財源を今後とも確保できるか否か、⑤フィ

リピンの医療経営の状況などがある。これらの情報をもとにした見直しの方向として、Ｓ

ＡＣＣＬを含めたフィリピン関係諸機関の intensive integrationに協力することが、既

活動の有用性を高めるものであり、ひいては本プロジェクトの成果の正当な評価に結びつ

くものと信じる。
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別紙１

フィリピン国エイズ対策プロジェクト　ウイルス学分野　調査報告詳細

HIV

PAテスト、EIA、p24 antigen capture、ICD p24 antigen capture、Line immunoassayの技術

導入は完了しており、PAテスト、EIA、Line immunoassayの臨床検体への技術応用は完了してい

る。また、P3ラボラトリーが未完成であるため、市販キットなど外部依存材料を用いることがで

きる技術を除いては IF、Virus isolation、PCRの技術は導入できていない。

CMV

Universal primerを用いた PCR-RFLP、抗原検出法は技術導入後、技術応用に至っている。CMV

isolationは技術導入中である。

HSV

Universal primerを用いた PCR-RFLP、virus isolation、抗原検出法は技術導入後、技術応用

に至っている。

HBV

抗原・抗体検出技術導入は完了している。

HPV

遺伝子診断の技術導入については検討中である。
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３－１－２　細菌学部門

（1）概要

プロジェクトの進捗状況ならびに問題点、今後の円滑な運営に必要と考えられる項目を

調査した。ＳＡＣＣＬへの技術導入では、ウイルス学分野においては基本技術の導入は完

了していたが、細菌学分野においては専門家の赴任後の日が浅く、今後の技術導入が望ま

れる。ＳＨＣではスペース、設備面での不備は感じるもののＨＩＶ／ＳＴＤの診断のスク

リーニング機能はおおむね果たせていると思われた。

検査技術の精度管理に関しては、今後そのシステムの構築が必要である。

（2）調査内容と調査結果

1） ＳＡＣＣＬへの技術導入

① 淋菌検査

鏡検、培養同定、ディスク法による薬剤感受性試験などの検査は日常的に実施され

ており、技術的な問題点は認められなかった。

ＭＩＣ測定は簡易法（Ｅテスト）が試みられていたようであるが、本法は測定精度、

試薬の安定供給、試薬価格のいずれにおいてもラボラトリーでの実施は不利と考えら

れた。疫学調査においては標準法である寒天希釈法の導入が必要であり、試薬の安定

供給と検査コストの面からも本法が有利である。楠、中野両専門家との協議の結果、寒

天希釈法の導入を今後の計画に加えた。

② 抗酸菌（結核菌）検査

鏡検、培養（液体培養法）、ＰＣＲ法による特異ＤＮＡ検出は日常的に実施されてお

り、技術的な問題点は認められなかった。

結核菌の薬剤感受性は遺伝学的手法（ＰＣＲ、シーケンシング）による方法が検討さ

れていたが、本法は世界的にみてもいまだ研究段階であり検査としての実用化にはま

だ先が長い状況である（結核菌の薬剤感受性試験として公に認められたものでない）。

したがって、ＳＡＣＣＬにおいてはまず、標準法（培養法）による薬剤感受性試験の導

入が必要と考えられた。楠、中野両専門家との協議の結果、培養法による薬剤感受性

試験の導入を今後の計画に加えた。

③ クラミジア検査

培養法が立ち上げ中であり、本法が導入されればレファレンスラボラトリーとして

のラインナップが確立することになる。ただし、試薬の安定供給と検査コスト抑制の

面から in houseの検査キットの開発が今後必要になると思われる。
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④ ラボラトリーの管理上の問題点

各検査ごとの標準作業書（ＳＯＰ：Standard Operating Procedure）の設定がなされ

ていなかった。また、標準菌株や分離菌株の保存リストもラボラトリーとしての公式

のものが保管されていなかった。これらを常備しておくことはＳＴＤ／ＡＩＤＳのレ

ファレンスラボラトリーとして必要であるため、できる限り早急に設定されることが

望まれる。また、検査の精度管理に関してのシステムが明確でなく、今後その構築が

必要である。

2） ＳＡＣＣＬの設備について

ラボラトリーの基本的設備の設置状況は順調に進捗していると判断される。今後は抗

酸菌（結核菌）検査の充実に伴い、安全キャビネット、インキュベータの増設と関連機器

（ミクロプランター、ディスペンサー、振とう攪拌器など）の設置が必要になると思われ

る。

一方、微生物を扱うラボラトリーとしての必要な機材のメンテナンスや部品交換が不

十分であり、将来にわたってのラボラトリー機能の継続が懸念される。たとえば、安全

キャビネットの性能チェックやフィルターの交換が定期的に行われておらず、安全性が

保証されない状況である。また、精製水作製装置の樹脂が劣化しても替えの樹脂がすぐ

には手に入らないようである。来年（1999年）、Ｐ３施設が設置される予定であるが、将

来的な維持・管理システムを今から検討しておくべきと考える。

3） ＳＨＣでの検査について

スペース、設備面での不備は感じるものの、ＨＩＶ／ＳＴＤの診断のスクリーニング

機能はおおむね果たせていると思われた。パシグ市、マカティ市の両ＳＨＣとも新ラボ

ラトリーを建設中であり、スペース的な問題は解消するものと思われた。

パシグ市のＳＨＣにおいて淋菌のグラム染色標本を観察したが、やや脱色過剰の傾向

がみられたため担当検査技師にコントロールサンプルの投入による精度管理の実施を指

導した。両ＳＨＣでは１日、100～ 200枚のグラム染色を実施しているようであったが、

枚数が多くなると染色条件を揃えることが難しくなるため、今後大量処理に適した染色

法への変更が必要と思われた。

今後、ＳＨＣにおいても淋菌培養を導入する予定になっているが、グラム染色のサン

プル（１日、100～ 200枚）をすべて培養することは、スペース面、設備面、タスク面から

みて困難と思われる。どのような場合に淋菌培養を実施するのか、その実施の基準を検

討しておく必要があると思われる。
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３－１－３　公衆衛生部門

本プロジェクトのＲ／Ｄに述べられている公衆衛生面の活動計画は、主にＳＨＣにおけるＳ

ＴＤ／ＨＩＶ・ＡＩＤＳ予防活動の支援とその技術基盤としてのＩＥＣ材料制作、さらに広範

なＩＥＣ活動を行っているＮＧＯを支援することである。

1996年に本プロジェクトは開始されたが、当初、全国のＳＨＣの施設面、活動面の実態が十

分にはわかっていなかったので、先ず、大竹専門家が保健省と協力して、全国の（主としてマニ

ラ周辺地域）いくつかのＳＨＣの実態調査を行った。この基礎資料に基づき、マニラ首都圏の適

当なＳＨＣを選定し、pilotＳＨＣ siteとして本プロジェクトを実施する方針が固まった。1997

年６月に公衆衛生担当として湯浅資之専門家が着任し、1998年５月にＩＥＣ担当として山城吉

徳専門家が着任し、1998 年夏にはＩＥＣ推進センター（Health Education and Promotion

Section, DOH）の建物が完成し、公衆衛生、ＩＥＣ計画も実質的な活動が軌道に乗った状況に

ある。以下、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ流行の現状と湯浅、山城専門家のかかわっている計画の活動状

況等の概略を述べる。

（1）フィリピンのＨＩＶ／ＡＩＤＳ疫学の概況

保健省エイズ対策課によれば、1998年９月現在、全国のＨＩＶ／ＡＩＤＳの発症状況は

表３－１および３－２に示すとおりで、その年次推移は図３－１のとおりである。

主な状況を述べると、ＨＩＶ感染者累計は1,130人、そのうちエイズ患者数は352人、死

亡 179人、男女割合は男 58％である。感染経路は異性間性的接触 56％、同性／両性間接触

21.4％、血液関連１％などで、圧倒的に性行為感染が多い。年齢別では、男では19～ 29歳

が 38％、女では 19～ 29歳が 55％で最も多い。患者・感染者の年次別推移をみると、1984

年に初発報告があって以降、ほぼ直線的に緩やかな増加を続けているが、いまだに減少傾

向はみられない。把握率（報告率）は保健省とＷＨＯによるとＨＩＶ感染者では５％、エイ

ズ患者 40％と推定されているが、推定の疫学的根拠は必ずしも信頼し得るものとは考えら

れない。しかし、ＨＩＶ感染者数は 1997年時点で２万 4,000人、2000年には４万 3,000人

と推計されている。このような状況は、同国のＨＩＶ／ＡＩＤＳ流行がアジア諸国のなか

では小規模にとどまっていると考えられるが、他のＳＴＤの罹患状況および社会経済的状

況を考慮すると、今後ＨＩＶ感染の流行拡大の可能性が危惧される。すなわち、梅毒有病

率は登録ＦＣＳＷ９％、未登録ＦＣＳＷ15％、ＭＣＳＷ22％であり、淋病有病率はマッサー

ジ嬢 24％、ダンサー 32％、受付嬢 30％などときわめて高率である。また、マニラ周辺地域

においては性風俗産業がきわめて隆盛であり、海外労働者が 600万人もおり、海外感染者

も多く、同国内で５つのＨＩＶ subtypeが判明している。また、国内血液供給体制も 75％

を売血に依存している危険な状況にある。このほか、宗教上の理由でコンドーム使用に抵
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ン側のエイズ対策においても重要な活動計画として位置づけられており、日本側は湯浅専

門家と山城専門家が保健省のプログラムに協力している。

その計画は、「エイズ予防対策プロジェクト予防教育プログラム－活動計画書：1997年 11

月～ 98年 12月実施分」（1997年 10月作成）（DOH-JICA, STD/AIDS Prevention and Control

Project - Action Plan : Nov. '97 up to Dec. '98）に詳述されているが、概要は以下

のとおりで、ほぼ計画どおり進行中である。なお、作成計画は、レクチャータイプ教材パッ

ケージは1999年２～３月に作成し、保健省によるフリップチャートとビデオは 1999年１月

中には作成完了予定、さらに 1999年２～３月にはＮＧＯに対するパソコン研修を行う予定

である。

本プログラムは、不特定多数を対象とする場合と、特定者を対象に深く教育介入する場

合のアプローチの違いにより２つのサブプログラム、①ＩＥＣ教育材料の制作および開発

プログラム、②予防教育用パッケージ開発および普及プログラム、より構成される。

1） ＩＥＣ教材の制作および開発プログラム

フィリピンにはすでにさまざまな教育・啓発教材があるが、その多くは外国の直輸入

的内容であったり、文章主体であったり、必ずしも現地で使いやすいものではない。し

たがって多様なＩＥＣの制作および配給を通じて、ＡＩＤＳ／ＳＴＤに対する社会的喚

起と啓発を行う必要がある。ここでは対象を青少年、労働者、妊婦等を含む一般住民と

想定している。現在まで、数種類のフリップチャートが英語版、タガログ語版、ビサヤ

語版により作成された。また、パンフレットもＳＴＤに関するものとＨＩＶ抗体検査に

関するものの２種類を作成する予定で、現在、“Share the knowledge - An educational

Video on the fact of AIDS”に着手している。

2） 予防教育用パッケージの開発および普及プログラム

ＳＨＣの教育機能を強化するために、既述のように、マニラ首都圏のＳＨＣのＩＥＣ

活動状況が事情調査され、①セックスワーカーへの実践的ＩＥＣ教材と介入プログラム

の開発、②ＳＨＣ職員向けの研修コース、③ＳＨＣとＮＧＯの連携強化、④ＩＥＣ教材

とプログラムの汎用性を高めることが可能であること、などが明らかになった。

本プログラムはこの提言を受け、セックスワーカーと一般住民双方を対象に利用可能

な教材とプログラムの両者からなる予防教育用パッケージをＮＧＯの協力のもとに開発

し、保健省を通して全国のＳＨＣや保健所に普及することを活動の目標としている。

このパッケージ開発の手順は、①自治体（ＳＨＣ、保健所）の選定、②協力ＮＧＯの選

定、③パッケージ開発のための基礎調査（ＮＧＯの協力による）、④パッケージの開発、⑤

パッケージプログラムの試行、⑥パッケージの教育効果の評価と改良、⑦パッケージの

量産および配布、⑧ＩＥＣ研究の実施、⑨パッケージ普及状況のフォローアップ、以上
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のように考えられている。

第１段階に関しては、すでにPasig City Health Officeと Makati City Health Office

を選定して地元ＮＧＯの協力のもとに基礎調査が実施された。基礎調査はまず全国的に

147ＳＨＣに対し、ＩＥＣセミナーの実施状況を調べ、66施設から回答を得た。次いで

パシグとマカティ地域の女性接客従事者 1,159人、男性接客従事者 100人の調査を実施し

た。これらの調査結果に基づき、1998年 11月には下記資料のとおりの報告とパッケージ

開発に対する提言をまとめたところで、今後、1999年に向けて第４段階以降のステップ

を進めることになっている。基礎調査の結果と提言の詳細は省略するが、提言の概要は

次のとおりである。

パッケージプログラムの中身は、① Health educator向きと、② Sex worker向けに大

別したものとし、前者には保健行動計画の作成によく使われるモデル（ＰＰＰＭ）を適用

し、後者には保健行動を変容させる時によく使われるモデル（Health Belief Model：Ｈ

ＢＭ）を適用するとされている。

資料：“Report on Basic Survey and Recommendation for the Educational Package

Development”

National AIDS/STD Prevention and Control Program (Health Education

Promotion Section) Department of Health, JICA Project for the Prevention

and Control of STD/AIDS, November 1998.

（4）Pasig CityＳＨＣおよび Makati CityＳＨＣ

本プロジェクトにおいてはＳＨＣの強化が主要目標のひとつとなっているが、立地条件、

当事者のＩＥＣ活動への取り組みの姿勢、施設のレベル、マンパワーの充足度、登録接客

業従事者の規模、接客業者やＮＧＯの協力度、他の外部団体からの協力・支援の有無等を

考慮してパシグ市とマカティ市のＳＨＣがパイロット／モデルサイトとして選定された。

今回調査団は初めて両ＳＨＣを訪問し、所長その他ＨＥＰＯ（health educator）等、ＩＥ

Ｃ担当者と会談し、施設を視察し、また定期開催のＣＳＷに対するセミナーを見学した。

1） Pasig CityＳＨＣ

所長の Dr. Jocelyn C. Franco、health educatorの Ms. Florafina Curameng、Ms.

Racquel I. Rebana、ＮＧＯ（Pasig City Club & Restaurant Owner INC）代表の Mr.

Dong ArcillaらからＩＥＣ活動について実際的な話を聞いた。この地域は登録利用者数

2,485人で、首都圏では第３位、登録風俗営業所数 47施設である。専任のＨＥＰＯが２

人おり、毎月ＣＳＷを中心とした半日のセミナーを開催している。また小グループに分

けたワークショップを開催している。これら集会の対象としているハイリスク者は、Ｃ



- 17 -

ＳＷ、男性同性愛者、ＩＤＵ、顧客、接客業施設の所有者やマネージャーなどである。ま

た、このほかに学生や一般市民も計画では考慮されている。現在、建物を改築中で、こ

れが完成すれば、より効率的なＩＥＣ活動が期待される。

2） Makati CityＳＨＣ

所長の Dr. Calixto O. Salud、Health Educatorの Ms. Teresita Pagaliwagan、その

他関係職員と会談し、施設の規模、ＣＳＷ対象のセミナーを見学した。この地域は登録

ＣＳＷ数 4,166人で首都圏で最多、登録風俗営業所数は 72で第２位である。

現在使用しているＳＨＣの施設はきわめて狭小であるが、目下、別に新庁舎を建築中

であり、間もなく移転する予定なので、より効率的なＩＥＣ活動が期待できる。

上記いずれのＳＨＣにおいてもＣＳＷを主な対象としたセミナーやワークショップな

どを通じてＳＴＤ／ＡＩＤＳ予防の啓蒙活動が行われているが、その方法は各々自己流

であり、効果評価を示す資料はみられなかった。したがって、現在開発中のＩＥＣパッ

ケージの早期の完成とその試行が期待される。

これらのＳＨＣにおける登録者のＳＴＤの罹患状況はパシグ市ではＭＰＣ（m u c o -

purulent cervicitis）が 1,355例（1997年）で最多であり、マカティ市では病名は不明だ

がＰＩＥ（positive in intracellular and extracellular）が約 0.9％程度、ＮＧＵは

約２％程度である。これらの患者に対しては投薬がなされるが、同時に来診者、セミナー

等集会参加者に対しても、コンドームの有料配布（５ペソ／１パック（３個入り））が行わ

れている。

３－２　建物・施設等

すでに建物・施設としてはＰ３バイオセーフティラボラトリーを残して完成しているが、すで

にスペースが狭隘である感がある。外部の研究者に使用をすすめ、日本からの短期専門家を招い

ても机・椅子の配置ができない状況にあり、施設内の見直しが必須であろうと思われる。

３－３　専門家派遣

現在まで長期専門家として業務調整、公衆衛生、ウイルス学、ＩＥＣ、細菌学の分野で派遣し、

短期専門家ではウイルス学、ＳＴＤ、公衆衛生、日和見感染症等の分野で派遣を行ってきた。チー

フアドバイザーが長らく不在であったが、1999年４月にも赴任する予定であり、各分野でも専門

家派遣が定期的になされ軌道に乗ってきたといえる。

３－４　研修員受入れ

ＳＡＣＣＬがＳＬＨに帰属することになれば、将来のサステナビリティーを考えてＳＬＨのス
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タッフを中心にカウンターパート研修を行い、マンパワーの確保というはっきりした目標をもつ

べきである。

３－５　資機材供与および利用状況

すでに設置された機器の活用は十分行われており、外部機関からの関心も高く、薬剤耐性（結核

菌、淋菌など）の検査も開始できる状況である。特にフィリピンにはない、ＤＮＡシークエンサー

には強い関心がもたれ活用されている。またＳＨＣに配備された顕微鏡などの機器の管理もよく、

十分に活用されている。

３－６　ローカルコスト負担事業

先方は水光熱費や人員等の措置を行い相応のローカルコスト負担を行っているが、昨今のアジ

ア通貨危機により負担しきれない部分も出てきており、1998年度はわが国の補正予算により施設

補修等のローカルコスト支援を特別に実施した。今後も経済情勢を注視しながら、自立発展を損

ねないようなローカルコスト支援を行う必要がある。
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４．合同委員会の協議結果

11月 12日午後に保健省ほか関係者が会しての協議の時間がもたれ、その後関係機関の訪問・討

議を経て、11月 17日に別添（附属資料①）のとおり先方とミニッツを署名・交換するに至った。概

要は以下のとおりである。

（1）総論

本プロジェクトはＳＡＣＣＬの確立および地方診療所でのエイズ予防を目的に1996年７月１

日に開始された。日本・フィリピン双方はプロジェクトの実施についてその活動を振り返った。

プロジェクトの現状を踏まえ、今後の計画について協議を行った。

（2）投入、活動、成果についての達成状況

1） 日本側の投入

① 日本人専門家の派遣

現在まで６名の長期専門家（調整員１名、公衆衛生２名、ウイルス学１名、ＩＥＣ１名、

細菌学１名）と 17名の短期専門家を派遣した。詳細は附属資料①参照。

② 機材供与

プロジェクトの実施に必要な機材が供与された。詳細は附属資料①参照。

③ 日本での研修員受入れ

現在まで、６名のカウンターパートが技術研修を日本で受けた。詳細は附属資料①参照。

2） フィリピン側の投入

① ＳＡＣＣＬの人員

ＳＬＨから２名の医師と１名の検査技師が、ＢＲＬから１名の検査技師が配置されてい

る。

② ＩＥＣの人員

保健省ＡＩＤＳ／ＳＴＤ課のＩＥＣセクションから４人の人員がパートタイムで提供さ

れている。

③ ＳＡＣＣＬの運営諸経費はＳＬＨが負担している。

3） 活動と成果

① ＳＡＣＣＬと核となるレファラルシステムの確立

a. ＳＡＣＣＬ

・建物の改修が1998年７月に完了した。ＳＡＣＣＬでは、Ｐ３レベルの施設を除いた部

分が稼働している。
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・技術移転、日本での研修等によるＳＡＣＣＬ職員の検査技術の向上

・ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、日和見感染、ＳＴＤの実験室診断のセットアップ（詳細は附属資料

①参照）

・ＳＨＣ職員（検査技師、医師）のＨＩＶ／ＡＩＤＳ、ＳＴＤの実験室診断の研修

・他機関との連携によるサーベイランス・研究の実施

b. 核となるレファラルシステム

研修を受けた職員のいるＳＨＣとはＨＩＶ／ＡＩＤＳ、日和見感染症およびＳＴＤの

検査においてレファラルシステムが確立された。ＨＩＶ反応を示す検体については確認

検査をＳＡＣＣＬからＢＲＬに照会している。

② ＳＨＣにおけるＳＴＤ／ＡＩＤＳ予防機能の強化

パイロットサイトとしてパシグ市とマカティ市のＳＨＣが選定された。

a. 検査機能の強化：資機材の供与、試薬の供与、ＳＡＣＣＬでの実験室診断に関する研

修、ＳＡＣＣＬ職員による監督・指導、レファラルシステムの構築

b. ＩＥＣ機能の強化：資機材の供与、ＩＥＣパッケージ開発のための基礎調査の実施

（3）今後の計画

双方はＴＳＩに従ってプロジェクトを進め、ラボラトリー部門とＩＥＣ部門について附属資

料①のとおり計画を進めることとした。

（4）議論された内容

1） ＳＡＣＣＬの運営責任

ＳＬＨが保健省と共同してＳＡＣＣＬの運営管理を行う。ただし、ＢＲＬとＲＩＴＭもＳ

ＡＣＣＬへ支援する責任を負う。

2） ＳＡＣＣＬの自立発展

・ＳＡＣＣＬの維持のための措置については、保健省メルカド次官を長とする公衆衛生局お

よび他関係機関の責任のもとで作成される。

・ＳＡＣＣＬをプロジェクト終了を見据えて保健省／ＳＬＨは必要な予算と人員をＳＡＣＣ

Ｌに配置する。

3） ＨＩＶ抗体・確認検査

① ＨＩＶ抗体検査

政府規定によれば、ＳＨＣはＢＲＬの許可を受けてＨＩＶのスクリーニング検査のみ実

施可能となっている。保健省はより多くのＳＨＣが検査できるよう取り計らう。
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② ＨＩＶ確認検査

同様に、現状ではＲＩＴＭとＢＲＬのみがＨＩＶ確認検査を行うことができるとされて

いる。これについてもＳＡＣＣＬや他の機関が確認検査を実施できるように保健省が調整

を行うであろう。





附　属　資　料

①　ミニッツ

②　国家エイズ・性感染症予防対策プログラム概要

③　保健省発行のＨＩＶ／ＡＩＤＳ登録者数資料

④　フィリピンにおけるＨＩＶ／ＡＩＤＳの概要

⑤　パシグ市ソーシャルハイジーンクリニック資料

⑥　フィリピン国 REPUBLIC ACT NO.8504（エイズ関連法）

⑦　保健省組織図

⑧　サンラザロ病院組織図

⑨　関係機関連関図

⑩　エイズ教育パッケージ基礎調査報告書

⑪　国家エイズ・性感染症予防対策プログラム発行の

　　エイズ関連パンフレット
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